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研究成果の概要（和文）：高齢者の過半数が独居または高齢者のみの世帯となり、高齢者は自ら食料品を調達し
なければならない。近隣の食料品店へのアクセスの悪さが不適切な食生活につながる可能性があるが、健康への
影響を評価したものは限られている。そこで、本研究では高齢者の近隣の客観的および主観的フードアクセスを
測定し、健康影響を評価した。主観的方法では質問紙にて参加者の主観的なアクセス状況を把握した。客観的方
法では、参加者の居住地の半径500m内にある生鮮食料品店数を地理情報システムにより算出した。その結果、主
観的方法で測定したフードアクセスが悪いほど死亡リスクが高かった。特に、外出時の車の利用がない高齢者で
リスクが高かった。

研究成果の概要（英文）：Previous research has linked lower availability of food stores selling 
fruits and vegetables to unhealthy diet. However, the longitudinal association between the 
availability of healthy food stores and health outcomes is unknown. This study examined the 
association between neighborhood availability of food stores and mortality among older adults. 
Neighborhood availability of food stores was defined as the number of food stores selling fruits and
 vegetables within a 500-m radius of a person's residence. Both subjective (participant-reported) 
and objective (geographic information system-based) measurements were used to assess this variable. 
As a result, lower availability of healthy food stores measured subjectively, but not objectively, 
was associated with mortality, especially among non-car users. Considering the decline in mobility 
with age, living in a neighborhood with many options for procuring fruits and vegetables within 
walking distance may be important for healthy aging.

研究分野：公衆衛生学、食生活学

キーワード： 食環境　高齢者
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 客観的および主観的の両方のフードアクセスと高齢者の健康影響を検討した研究は国際的にも類がなく、さら
に、フードアクセスが及ぼす影響についてはこれまで野菜・果物の摂取と肥満に限られていたため、本研究で死
亡リスクを評価することができた点は学術的貢献度が高いと考える。外出時に車の利用がない高齢者では、近隣
の食料品店へのアクセスの悪さが死亡リスクとなったことから、高齢化に伴い車の利用が困難になるため、徒歩
圏内に野菜や果物が手に入る店が存在することが重要かもしれない。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

日本では 65 歳以上の過半数が独居
または高齢者のみの世帯となり(高齢
社会白書,平成 25 年度)、高齢者が自
ら食の調達を行わなければならない。
食の選択は、近くに生鮮食料品が手に
入る店が少ないといった環境因子（フ
ードアクセス）と、収入や教育といっ
た個人因子の両方の影響を受けるが
（図１）、フードアクセスが高齢者の
健康に及ぼす影響はわかっていない。 
 フードアクセスは近隣の店の数や
距離が指標として用いられるが、測定
方法には客観的方法と主観的方法の 2
種類が存在する（図２）。客観的方法
は地理情報システム（Geographic Information Systems (GIS)）を用いて対象者の住所地の近
隣の店の数や店までの距離を測定する方法である。一方、主観的方法は調査票を用いて対象者
に近隣の店の数などのフードアクセスの善し悪しを評価してもらう方法であり、主観的な判断
に基づいたアクセスが測定される。先行研究のほとんどが客観的方法を用いており
(McKinnon,Am J Prev Med.2009)、主観的方法との違いに着目したものは限られている。フード
アクセスが及ぼす健康影響については、野菜・果物の摂取と肥満に限られており（Larson, Am J 
Prev Med. 2009）、
心血管疾患リスク
や死亡などの健康
への影響を検討し
たものは国際的に
も極めて少ない。 
 

２．研究の目的 

客観的および主
観的フードアクセ
スがどのように高
齢者の健康に影響
を及ぼすのかにつ
いて明らかにする
ことを目的とする。 

 

３．研究の方法 

10 万人規模の高齢者を対象とした 2010 年・2013 年の JAGES（日本老年学的評価研究）調査
（図 3）に、下記方法で測定したフードアクセスデータを個人単位で結合し、個人レベルでの
フードアクセスを測定した。 
 
主観的方法 
「あなたの家から 1 キロ以
内に、新鮮な野菜や果物が手
に入る商店・施設はどのくら
いありますか」という質問に
対し、４段階の選択肢「たく
さんある、ある程度ある、あ
まりない、まったくない」を
用いて４群に分けた。 
客観的方法 
参加者の居住地の半径 500m
および 1km 内にある生鮮食
料 品 店 数 を Ｇ Ｉ Ｓ
（ Geographic Information 
System）により算出し、四分
位で４群に分けた。 
 
介護保険賦課データの死亡情報を 2010 年の JAGES データに個人単位で結合し、3 年間追跡した
コホートデータを作成した。このコホートデータを用いてフードアクセスの死亡リスクを評価
した。解析対象者は、性別、年齢、死亡、近隣の食料品店の数の情報が得られており、歩行・
入浴・排泄に介助が必要な人を除いた 49,511 名のデータを使用した。フードアクセスの死亡リ

図2 フードアクセスの測定方法	 
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スクは年齢、性別、教育歴、経済状況、同居の有無、婚姻状況、就労状態の影響を調整して、
統計学的な評価を行った。また、フードアクセスは外出時の車利用の有無が影響していること
が考えられたため、外出する時に利用している交通手段として「車を自分で運転」または「家
族の車に同乗」している場合を車利用ありとし、ともに利用がない場合を車利用なしとして層
別解析を行った。 
 
４．研究成果 
 

主観的方法で測定した食料品店の数が死亡リスクと関連があった。外出時に車の利用がない
高齢者では、近隣に野菜や果物が手に入る店が「たくさんある」、「ある程度ある」、「あまりな
い」、「まったくない」と回答した人がそれぞれ 3,359 人、12,102 人、3,565 人、809 人だった。
主観的および客観的方法の食アクセス（フードアクセス）の参加者の割合は図 4の通りである。 
 
図４ 主観的および客観的方法のフードアクセスの割合 

約 3年間の追跡期間中に死亡した人が 77 人、424 人、144 人、35 人だった。一方外出時に車
の利用がある高齢者では「たくさんある」、「ある程度ある」、「あまりない」、「まったくない」
と回答した人がそれぞれ 4,539 人、17,911 人、5,370 人、1,856 人であり、死亡した人が 214
人、811 人、252 人、92 人でした。年齢、性別、教育歴、経済状況、同居の有無、婚姻状況、
就労状態の影響を取り除いて解析した結果、主観的方法で測定したフードアクセスのみ死亡リ
スクと関連があり、アクセスが良い群に比較し、悪い群では有意に死亡リスクが高かった。（図
5） 
 
図 5主観的および客観的方フードアクセスと死亡リスクとの関連 

 



 
次に、車利用の有無で分けて解析を行ったところ、車の利用がない高齢者では「たくさんあ

る」と回答した人に比べて「ある程度ある」と回答した人の死亡リスクが 1.4 倍、「あまりない」
または「まったくない」と回答した人の死亡リスクが 1.6 倍だった。（図 6） 
 
図 6 外出時の車利用の有無ごとの主観的フードアクセスと死亡リスクとの関連 

 
本研究により、世界ではじめてフードアクセスが死亡にまで影響を与える可能性があることが
示された。さらに、フードアクセスの測定方法により健康影響に違いがあることが明らかとな
った。高齢者では、さまざまな社会背景が考慮されているであろう主観的アクセスのほうが客
観的アクセスよりも実際の食料品店の利用実態を反映していることが予想された。また、今回
の結果により、外出時に車の利用がない高齢者では、近隣の食料品店へのアクセスの悪さが死
亡リスクとなる可能性が示された。近隣に食料品店があることで、外出の機会や歩行時間が増
え、死亡リスクの低下につながっている可能性が考えられる。高齢化に伴い車の利用が困難に
なるため、徒歩圏内に野菜や果物が手に入る店が存在することが重要かもしれない。 
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